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【第 221回国会】令和８年５月 13日（水）、第８回の委員会が開かれました。 

 

１ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第 23号） 

・金子国土交通大臣、酒井国土交通副大臣、加藤国土交通大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行い、

質疑を終局しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、中道、維新、国民、みらい、共産 反対－参政） 

・加藤鮎子君外４名（自民、中道、維新、国民、みらい）から提出された附帯決議案について、福重隆

浩君（中道）から趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、全会一致をもってこれを付することに決しました。 

（賛成－自民、中道、維新、国民、参政、みらい、共産） 

（質疑者）白坂亜紀君（自民）、佐藤英道君（中道）、福重隆浩君（中道）、奥下剛光君（維新）、西岡秀

子君（国民）、臼木秀剛君（国民）、吉川里奈君（参政）、須田英太郎君（みらい）、畑野君枝

君（共産） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

白坂亜紀君（自民） 

 

本改正案 

ア 地域公共交通の現状に対する認識及び本改正案により期待される効果 

イ 自動車地域旅客運送サービス再構築事業（以下「再構築事業」という。）を創設する趣旨 

ウ 地域の実情に即した地域公共交通に再構築するための財政支援の必要性 

エ 連携促進団体として想定される団体及び期待される効果並びに地方部で行われている事例 

オ 本改正案にかける大臣の決意 

 

佐藤英道君（中道） 

 

（１） 磐越自動車道におけるマイクロバス事故をめぐる車両手配の経緯並びに事故の原因分析及び再発防

止策の必要性 

（２） 本改正案 

ア ＪＲ北海道のいわゆる黄線区の維持に向けて国が主体的に関与する必要性 

イ 令和９年度を目標年次とする市町村又は事業者による共同化・協業化の目標に係る指標の進捗状

況 

ウ バス路線を廃止する場合の６か月前の事前届出期間を延長する必要性 

エ 公共交通事業者以外の地域の関係者で送迎サービスを行っている者を施設利用者用運送サービス

提供者として新たに定義する理由並びに同提供者に再構築事業への協力の努力義務を課す理由及び

地域公共交通の確保に向けた協力を改めて周知する必要性 

オ スクールバスへの住民等の混乗及び運賃徴収等を理由にスクールバスの運行に要する経費に対す

る普通交付税が減額されないことの確認 

カ 人材が不足する中小地方公共団体への支援の必要性及び再構築事業の成功の鍵となる地方公共団

体によるあっせんを可能とするための取組 

キ フィーダー系統補助金について単なる赤字補填にとどまらない支援に拡充する必要性 

ク 交通事業者の人材確保に向けた強力な支援の必要性 

ケ 地方公共団体がモビリティデータを活用するための技術的支援の具体的な方法 
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福重隆浩君（中道） 

 

本改正案 

ア 「交通空白」の解消 

ａ 「交通空白」リストアップ調査における「交通空白」の定義 

ｂ 「交通空白」が解消されたことを利用者の満足度等の生活の質（ＱＯＬ）の向上を測定する具

体的な評価指標で判断する必要性 

イ 地方公共団体が連携促進団体を選定する際の具体的な要件、選定プロセスの透明性を確保する仕

組み及び事後チェック機能を設ける必要性並びに連携促進団体による優れた取組を他の地域に展開

する必要性 

ウ 首長の強いリーダーシップによる地域公共交通の課題解決に向けて強力なインセンティブを付与

する必要性 

エ 本改正案及び自動運転の普及に向けた大臣の意気込み 

オ 公共交通の利用促進に向けた住民の行動変容を促す仕組みの必要性 

カ 再構築事業 

ａ 厳格な安全基準及び監督責任の明確化の必要性 

ｂ 近隣のタクシー運賃の約８割を上限とする公共ライドシェアの運賃の高さへの懸念、協議運賃

を導入する場合の財政支援の内容及び再構築事業で活用するスクールバス等へのデジタル式運行

記録計等の後づけ費用の負担の在り方 

 

奥下剛光君（維新） 

 

本改正案 

ア 本改正案の都市部での活用方法 

イ 再構築事業 

ａ 地方公共団体が保有する遊休車両の活用の可能性 

ｂ 安全確保の考え方 

ウ 「交通空白」の解消 

ａ 自動運転の社会実装に向けた取組方針 

ｂ 「交通空白」問題への取組に対する大臣の決意 

エ 人員やノウハウに課題を抱える中小規模の地方公共団体において本改正案に基づく事業実施は困

難ではないかとの指摘に対する見解 

 

西岡秀子君（国民） 

 

本改正案 

ア 再構築事業 

ａ 地域の輸送資源のフル活用がこれまで進まなかった要因並びに本改正案により期待される成果 

ｂ 安全性の確保に当たっての責任の所在の明確化及び適切な運行管理・労務管理等に向けた今後

の方針 

イ 海上運送利便確保事業 

ａ 代替運航等が可能な事業者の確保に向けた今後の取組方針 

ｂ 海上タクシー存続のための財政支援の必要性 

ウ 老朽化が進んでいるジェットフォイルの更新費に対する国の更なる支援強化の必要性 

エ 再構築事業の推進方針及び交通弱者に配慮した体制の構築の必要性 

オ ドライバー不足解消のため第二種免許の取得推進に向けた国の支援強化の必要性 
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臼木秀剛君（国民） 

 

本改正案 

ア 公共交通に対する考え方 

イ 再構築事業 

ａ 都道府県の果たす役割についての考え方 

ｂ 近年の法改正で創設された地域旅客運送サービス継続事業及びエリア一括協定運行事業の活用

実績及び課題、再構築事業との違い並びに再構築事業の活用に向けた取組方法 

ｃ バス路線等の休廃止のおそれがあることを判断する者及びその判断基準 

ｄ 利用者の安全確保のための措置が講じられていることの確認 

ウ 無塩融雪剤の導入に向けた支援の必要性 

 

吉川里奈君（参政） 

 

（１） 磐越自動車道におけるマイクロバス事故 

ア レンタカーとバス事業者に所属していない運転者による白バス行為が起こり得ることについての

認識及び同種の事案の係る処分実績 

イ 国土交通省が行ってきた周知徹底だけでは白バス行為を抑制できていないとの指摘に対する大臣

の見解 

ウ 白バス行為の該当性 

ａ 白バス行為かどうかの判断基準及び有償運送と判断される謝礼の基準 

ｂ 社会通念上常識的な範囲内とされる謝礼の上限額 

（２） 公共ライドシェア 

ア 直近に事故を起こしていた場合でも２年以内に免許停止処分を受けていなければ運転者になるこ

とができることの確認 

イ 運転者の要件として第二種免許に課される深視力検査のような適性試験が課されているかの確認 

ウ バス、タクシー、公共ライドシェアについて、貸切バスと同様のドライブレコーダーの設置及び

記録の保存義務の有無 

（３） 地域交通の安全性及び持続可能性の確保を地方公共団体や民間任せにせず国が積極財政で支えるべ

きとの考えに対する大臣の見解 

 

須田英太郎君（みらい） 

 

本改正案 

ア 本改正案による「交通空白」解消のための施策と自動運転の社会実装のための施策を整合的に推

進する必要性 

イ モビリティデータの提供義務 

ａ 公共交通事業者等の応諾義務の例外となる正当な理由がある場合の具体的な例及び公共交通事

業者等と地方公共団体の間で正当な理由に該当するか見解が分かれた際の調整方法 

ｂ ガイドラインを策定し正当な理由の判断基準を明確化する必要性 

ｃ 地域交通ＤＸ推進プロジェクト（COMmmmONS）に準拠するデータ形式の活用を公共交通事業者等

及び地方公共団体に促す必要性 

 

畑野君枝君（共産） 

 

本改正案 
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ア 地域公共交通計画 

ａ 計画の作成件数、未作成の地方公共団体の数、計画が未作成で交通空白が存在する地方公共団

体の数及び計画未作成の理由 

ｂ 計画未作成の解消及び全ての市区町村に地域交通専任担当者を配置する必要性 

ｃ 計画を作成する上で地域交通の利用者及び住民が協議会等の構成員として参画することの意義 

イ 地方部にＵ・Ｉターンした個人タクシー事業経験者の活用 

ａ 活用実績 

ｂ 法人タクシー事業者の運行管理ではなく地方公共団体の保健所等による健康チェックを認める

など、地域の実情に応じた柔軟な制度を検討する必要性 

 


